
様式第１号（第８条関係） 

 

審判請求費用助成金交付申請書 

 

（宛先）瀬戸市長 

 

次のとおり関係書類を添えて申請します。 

なお、審査に必要な場合は、申立人、被後見人等及びその世帯員の収入、課税資料

及び生活保護受給状況を確認されることは差し支えありません。 

 

申請日    年  月  日 

申 

立 

人 

フリガナ 

氏 名 

                 
被後見人等

との関係 

本人・配偶者・親・

子・その他（  ） 

個人番号             

住 所 

〒 

 

 

電話番号 

被 

後 

見 

人 

等 

フリガナ 

氏 名 

 

個 人 番 号             

住 所 

〒 

 

 

申 請 理 由 

申立人（該当する番号に○） 

１ 生活保護法に規定する保護を受けている者 

２ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援

に関する法律に規定する支援給付を受けている者 

３ その他市長が認める者 

被後見人等（該当する番号に○） 

１ 生活保護法に規定する保護を受けている者 

２ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援

に関する法律に規定する支援給付を受けている者 

３ 特定非営利活動法人尾張東部権利擁護支援センターが後見人等と

なっている者 

４ その他市長が認める者 

申 請 額       円 

助 成 金 の 

請 求 方 法 

□ 通常請求 

□ 尾張東部権利擁護支援センターによる代理請求（この場合、交付決

定等の内容を尾張東部権利擁護支援センターに通知することに同意

します。） 

※添付書類は、裏面のとおり 

 世帯員個人番号 



【添付書類】 

１ 審判書謄本の写し 

２ 審判が確定したことが分かる書類 

３ 審判請求費用の証拠書類 

 

【申立人に関する書類】 

ア 申立人が生活保護法に規定する保護を受けている場合 

→４ 申立人の生活保護受給証明書 

イ 申立人が中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に 

関する法律に規定する支援給付を受けている場合 

 →５ 本人確認証の写し 

ウ 申立人がア及びイに該当しない場合 

 →６ 世帯全員の住民票の写し 

（市外に住所を有している場合のみ） 

 →７ 申立人及び世帯全員の市町村民税非課税証明書 

   （申立人が申請日の属する年（申請が１月から６月までの場合は前年）の１月

１日に市外に住所を有している場合のみ） 

 →８ 収入・資産等申告書 

 

【被後見人等に関する書類】 

ア 被後見人等が生活保護法に規定する保護を受けている場合 

→９ 被後見人の生活保護受給証明書 

イ 被後見人等が中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に 

関する法律に規定する支援給付を受けている場合 

 →１０ 本人確認証の写し 

ウ 被後見人等がア及びイに該当しない場合 

 →１１ 世帯全員の住民票の写し 

（市外に住所を有している場合のみ） 

 →１２ 被後見人等及び世帯全員の市町村民税非課税証明書 

   （被後見人等が申請日の属する年（申請が１月から６月までの場合は前年）の

１月１日に市外に住所を有している場合のみ） 

 →１３ 収入・資産等申告書 

 


